










































きなかった。NPO 法が制定されてから NPO の財政的基盤の弱さ、認定 NPO 数の
伸び率の低迷などに関して NPO 制度が問題として指摘されてきた。NPO 政策が
NPO 活性化には繋がらなかったのである。
［表 ₁］NPO 法・税制優遇措置の制定・改正過程
年度 NPO 法制定・改正 NPO 法人税制優遇措置の制定・改正
₁₉₉₈年 ₃ 月 NPO 法成立
₂₀₀₁年 ₁ 月₁₆日 認定 NPO 法人制度創設（平成₁₃年度税制改正）
₂₀₀₂年 ₁ 月₁₇日 第 ₁ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₁₄年度税制改正）
₂₀₀₃年 ₁ 月₁₇日 第 ₁ 回 NPO 法改正
（₂₀₀₂.₁₂.₁₁成立） 第 ₂ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₁₅年度税制改正）
₂₀₀₅年 ₁ 月₁₇日 第 ₃ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₁₇年度税制改正）
₂₀₀₆年 ₁ 月₁₇日 第 ₄ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₁₈年度税制改正）
₂₀₀₆年 ₆ 月 ₂ 日 第 ₂ 回 NPO 法改正
₂₀₀₈年 ₁ 月₁₁日 第 ₅ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₂₀年度税制改正）
₂₀₀₉年 ₁ 月₂₃日 第 ₆ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₂₁年度税制改正）
₂₀₀₉年₁₂月₂₂日 第 ₇ 回認定 NPO 法人制度改正（平成₂₂年度税制改正）
₂₀₁₁年 ₆ 月₁₅日 第 ₃ 回 NPO 法改正 第 ₈ 回認定 NPO 法人制度改正（特定非営利活動促進法改正）







　［表 ₁］のように、₁₉₉₈年 NPO 法、₂₀₀₁年 NPO 優遇税制が制定されてから、
NPO 政策が施行される中で、NPO 優遇税制は ₈ 回の改正、NPO 法は ₃ 回の改正が
行われてきた。（₂₀₁₁年民主党政権までの集計）
［図 ₁］認証 NPO 数・認定 NPO 数の推移
出所：内閣府 NPO ホームページを参考に著者作成、検索日：₂₀₁₆年 ₄ 月₁₀日
　［図 ₁］のように、認証 NPO 数は緩慢に増加しつつあったが、認定 NPO 数の伸
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③第 2回 NPO法改正（2006年 6 月）













　認定 NPO 法人制度が制定されてから NPO 等の市民団体側からは制度の厳しさや








の厳しい要件は小規模で財政的基盤が弱い、新生 NPO が多い日本の NPO の実情に
合わないなどと批判されてきた。
②第 1回認定NPO法人制度の改正（2002年 1 月）
　PST 要件の中で一か所、役員及び社員等からの寄付金を原則的に寄付金総額に参
入できないという規定が削除される、小幅の修正の措置が取られた。
9　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₂₄₉₄、₂₀₀₆年 ₆ 月 ₈ 日掲載。
21
NPO 政策と政策ネットワーク （権）
③第 2回認定NPO法人制度の改正（2003年 1 月）
　PST 要件の一部緩和措置が取られた。PST 算定式で₁/₃規準を、₁/₅に引き下げる
特例措置が取られた。（₂₀₀₆年 ₃ 月までの特例）また、一者からの寄付金及び助成


















⑤第 4回認定NPO法人制度の改正（2006年 1 月）













⑥第 5回認定NPO法人制度の改正（2008年 1 月）
　認定 NPO 法人の認定要件を緩和する ₃ つの措置が取られた。PST 算定式と関連
しては、総収入金額に占める寄付金及び助成金の額（寄付金総額）を₁/₃から₁/₅に
引き下げる特例措置を ₃ 年延長し、認定の有効期間及び実績判定期間を ₂ 年から ₅
年に延長した。実績判定期間の延長に合わせて、各事業年度規準（₁/₁₀）を廃止す
る。また、受入寄付金総額から控除する一者あたり寄付金規準限度額を寄付金総額





⑦第 6回認定NPO法人制度の改正（2009年 1 月）
　PST 実績判定期間（原則 ₅ 年）の特例措置として初回又は二回目の認定申請を行
う団体は、平成₂₁年度（₂₀₀₉年 ₄ 月から₂₀₁₀年 ₃ 月まで）限りで実績判定期間を ₂
年でも可能とする措置が取られた。

















た。 11₂₀₀₆年 ₃ 月₁₀日、公益法人制度改革関連 ₃ 法案が閣議決定され国会に提出さ




決定を行うことを謳い、NPO や市民団体側の意見を大幅に受け入れる形で NPO 政
策に変化をもたらした。
（ 1）第 3回 NPO法改正（2011年 6 月15日）









る NPO 法人の PST などの実績判定期間（原則 ₅ 年）の特例措置の適用期間を ₁ 年
延長した。認定 NPO 法人の申請書の添付書類及び各事業年度の報告書類等につい




②第 8回認定NPO法人制度の改正（2011年 6 月15日）
　「仮認定制度」を導入し、設立から年数が浅い団体は事後チェックとした。また、
11　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php_storyid=₁₉₈₀, ₂₀₀₄年₁₂月₂₄日掲載。
12　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php_storyid=₂₄₂₅, ₂₀₀₆年 ₃ 月₂₂日掲載。
































































　　経済財政諮問会議．「経済活性化戦略」₂₀₀₂年 ₆ 月 ₃ 日決定。


























と NPO 税制優遇に渋っていた。 19　日本の NPO や市民社会の実情が、地域レベル












　内閣府は NPO 法、認定 NPO 制度など NPO 活動のための制度環境の整備を行っ
てきた。内閣府所属の首相諮問機関である国民生活審議会は、NPO 法が制定され











　自民党組織「組織運動本部」の中で ₆ つの局があって、その中の ₁ つである団体
総局には₁₅関係団体委員会がある。その中に NPO/NGO に関わる委員会が所属して
いる。NPO 関連組織は、「NPO に関する特別委員会」（加藤紘一委員長、設立当時）、



















NPO 法、認定 NPO 制度と関連して政策的要望を提出するなど「特別委員会」と類
似の役割をした。






　NPO 議員連盟は₁₉₉₈年 NPO 法が制定された翌年である₁₉₉₉年発足し、当時議員
連盟に参加を届け出た国会議員が₂₀₄名で ₅ 党 ₁ 会派の超党派議員で構成されてい
た。発足当時、会長は自民党元幹事長の加藤紘一であった。NPO 議員連盟は NPO
法人の公益活動の強化のために税法上の優遇措置の拡充等 NPO 活動の環境整備を
目的としていた。NPO 議員連盟は NPO 側の意見を政府各省庁や自民党執行部に伝
えることで政策に影響を与える形で活動してきた。NPO 議員連盟内で議論された
政策内容は各議員を通して各党内での NPO 政策の議論の活性化にも影響を与えて




により、認定 NPO 制度の設計と関連して、NPO への理解を持つ自民党内の保守系
有力政治家である加藤紘一議員が自民党内で責任を果たすことができなかったとい
うことが₂₀₀₁年 NPO 優遇税制の制度設計に影響を与えた要因として指摘された。 28







27　シーズ .『NPOWEB ニュース』http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₆₈₀, 





























































いて現れた政策的特性を見せてくれる事例である。  34 この過程は自民党行政改革推
























































NPO 関係者₂₀人が参加し NPO 側の意見を最大限に反映して改正が行われた。特に
「シーズ」や「NPO/NGO 連絡会」とかかわる市民団体及び学者が「新しい公共推











































幸男、さらに岡田克也に変わったことで NPO 議連が再結成された。NPO 議員連盟
42　上川前掲書、₁₁₉-₁₆₉頁。
43　「市民公益税制」PT は、₂₀₀₉年₁₂月₂₂日平成₂₂年度税制改正大綱に基づき、政府の税制
調査会の中に設置された会議体で、₂₀₁₀年 ₂ 月 ₂ 日初会合を開催した。http://www.npoweb.
















首脳部の交替で NPO 議員連盟が再開し、NPO 法改正に取り組むことができた。民
主党政権になって導入された仮認定制度（設立 ₅ 年未満の NPO 法人が、寄付税制
が適用される認定を受けられる制度）の政策アイディアは市民団体（シーズの松原
氏）からの要望を受け入れて制定された。 46 民主党政権期における NPO 政策はシー
ズや市民団体関係者が要望してきた内容をほぼ受け入れる形で決定された。
　また、この時期に至ってシーズは NPO 法・優遇税制に係る NPO 政策において市
民団体の代表性を持つようになった。ロビー活動を通して NPO セクターと政治・
行政を繋ぐ役割を自任しながら相互作用する過程で構築してきた政策ネットワーク



































性格と類似性があった。  48NPO 制度以外の分野では、社会的企業や雇用の受け皿と























をもたらした。NPO 法のカテゴリは NPO 法成立時より多様化し、より社会経済的
状況を反映するようになった。また、日本の市民社会において財政的基盤が弱い上、
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